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１．図書館の現状と本事業の目的について 

１-１ 事業目的 

公共図書館は、市民の身近にあって、さまざまな情報を収集・管理しその利用に供する使命を

持っている。とりわけ、生涯学習において、市民の学習要求が多様化・高度化しており、地域の

情報拠点としての図書館の果たす役割はますます重要となっている。 

那珂市立図書館においては、市民サービスの充実を図るため、幅広い資料、情報を収集し、迅

速に提供する手段としてコンピュータシステムを活用した図書館運営を行ってきた。 

しかし、現行システムも導入年月を経過し、ハードウェアの老朽化及びメーカー保守の終了に

より、新システムへの更新が必要な状況となっている。そのため図書館システムの全面的な見直

しを行うこととし、システムの安定稼働に加え、市民のニーズに応える必要性・有効性の高い機

能を備えたシステムの構築を目指すものである。 

 

１-２ 図書館概要 
名 称 那珂市立図書館  

 

所在地 茨城県那珂市菅谷 2995番地 1  

 

開館時間 平 日 9時 30分から 19時 

土日祝 9時 30分から 17時 

休館日 毎週月曜日（祝日の場合には次の平日） 

毎月最終木曜日（12月を除く） 

年末年始（12月 29日から 1月 3日） 

蔵書点検期間 

 

 

２．新図書館システムの基本的な考え方 

新システムは貸出・返却・予約処理等のカウンター業務や運用を効率的かつ円滑に実施可能な

システムとする。また、使いやすい蔵書検索や情報発信機能・ホームページといった WEB サービ

スが提供できるシステムとする。 

 見積においては、図書館利用状況等をふまえて今後５年間の利用拡大・安定運用を前提とした

性能・構成とする。また、システムのスムーズな切り替えを行うために、事前の十分な操作研修

や稼働後のサポートを行うこと。 

 

２-１ 新システム構築における基本方針 

(1) クラウド（SaaS）方式で構築すること。 

(2) 図書館法に基づく公立図書館又は市立図書館の図書管理システム賃貸借（保守及び管理等

の業務を含む）又はこれと同種・類似する業務等の業務を元請として請負完了した県内導入

実績があること。 

(3) ウィルス対策や、個人情報の漏洩防止対策などセキュリティに充分配慮したシステムにす

る。 

(4) インターネットを通じて 24時間 365日いつでも蔵書検索・予約を行うことができるよう書

誌情報を公開する。メンテナンス等で停止する場合は、利用者の利便性を考慮してサービス

停止時間を極力短くすること。 

(5) システムのソフト・ハードともに充分な安定性と実績を持ち、故障発生時には迅速に対応

可能な保守体制を確保する。 

(6) ネットワーク回線に障害が発生してシステムが利用できない場合でも、オフラインで運用

を継続出来る仕組みを用意すること。 

(7) 利用者カードに加えて、生体認証やマイナンバーカード等でのシステム利用を可能とする

こと。 
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３．システムの概要 
 対象とする業務は、以下のとおりである。各業務の機能については、機能仕様一覧（別紙２）

において後述する。 

◆ 窓口業務      ･･･貸出、返却、予約、督促など 

◆ 利用者管理     ･･･利用者登録、修正、除籍 

◆ 資料検索      ･･･資料の検索 

◆ 目録業務      ･･･書誌の登録、修正、原簿作成、除籍など 

◆ 収書業務      ･･･資料の発注、受入など 

◆ 統計処理      ･･･利用統計や貸出統計など 

◆ 蔵書点検      ･･･㈱内田洋行の蔵書点検システム YOMMONと連携した蔵書点検 

業務 

◆ Web関係業務     ･･･インターネットを通じて資料検索や予約サービスの提供。 

         また、図書館が選定した資料テーマ検索、おしらせ等の情報 

を提供できる機能を有すること 

◆ 館内 OPAC      ･･･大人用と子ども用の各画面を有すること。また資料検索機能と 

                          合わせ、本のある場所を配架地図で表示すること。 

◆ IC連携機能      ･･･ICタグを利用して蔵書管理、セルフ貸出、利用者自身で貸出 

処理が行えること。またブックディテクションシステムと連携 

して不正持出しを抑制することができること。 

  ◆ 入館者カウント装置 ･･･図書館の入館者数をカウントする 

  ◆ AVブース管理   ･･･DVDブース、情報端末の予約（貸出）管理 

  ◆ インターネット利用環境の提供 

･･･マルチメディア端末、オンラインデータベース端末を設置する 

･･･利用者開放用の DVDブースを設置する 

 

 

４．システム構築の前提条件 

４-１ 構築作業について 
 今回の導入する図書館システム内には住民の個人情報が格納されるため、構築業者は個人情報

の保護に関する法律の遵守と、高度な情報セキュリティマネジメントが求められる。 

このため、構築業者は以下の要件を満たしていること。 

・ISMS／ISO27001（情報セキュリティマネジメントシステム） 

・プライバシーマーク（個人情報について適切な保護措置を講ずる体制の整備） 

 

４-２ 蔵書数（実績及び予想） 

 令和 6年度の実績および令和 12年度の計画数値（予測）を示す。 

これらを踏まえ、快適なレスポンスと処理速度を維持し、少なくとも５年間以上の使用に十分耐

えうる容量を積算し当市に納入すること。 

 

項目 令和 6年度末 令和 12年度末(予測) 

蔵書冊数 244,170冊 260,000冊 

AV 資料 14,435点 16,000点 

登録者数 43,071人 60,000人 

貸出数 351,729点 400,000点 

       

４-３ 使用 MARC について 
 図書について TRC MARC T タイプの取り込みが利用できるものとする。また TRCの TOOLiと連携

したシステムを提案すること。 
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４-４ 現行機器撤去について 
 館内に設置された現行機器については、受託業者にて撤去し、館内の指定した場所への移動ま

でを実施するものとする。なお、現行機器のリース会社への返却は、当市が現在締結している賃

貸借契約に基づき、現受託業者が実施する。 

 

 

５．新システム導入におけるデータ移行について 
５-１ データ移行 

(1) 現行システムのデータ移行を、受託業者は業務に支障をきたすことなく全て新システムに

移行すること。対象となる主なデータは以下の通りである。 

① 書誌情報（自館作成データ、MARCデータ） 

② 蔵書のローカル情報データ 

③ 利用者情報 

④ その他データ（貸出データ、予約データ、発注データ） 

⑤ 各種の設定情報 等 

(2) 既存環境からデータセンターへのデータ移行の方法については、情報流出等セキュリティ

を勘案し万全を期したものであること。 

(3) 移行するデータは利用者の個人情報を含み、那珂市にて作成した貴重なデータもあるため、

不備や不整合があってはならない。移行後、不備や不整合が発生した場合は、受託業者の責

任において、修正・回復を行うこと。 

(4) データ移行時の機密性，安全性を考慮し，既存システムのデータ抽出作業は現行システム

業者により実施するものとする。データ抽出に掛かる費用は本調達の受託業者が負担するこ

ととし，本調達の見積金額に含めること。 

＜現行システム業者＞  

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 東日本公共ビジネス統括部 

ＴＥＬ：０２９-２２１-５７２２ 

   データの抽出回数は２回（テスト移行用データ抽出１回、本番移行用データ抽出１回）と

し、データ抽出作業及び納品物に係る費用については、6,050,000 円（消費税等相当額込み）

とする。（費用については本調達の見積金額に含めること。）ただし、データ抽出仕様の詳

細は、受託業者が現行システム業者と協議の上調整すること。 

(5) データ抽出、変換、移行等データ移行に掛かる全ての費用は、受託業者の負担とし見積金

額に含めること。 

(6) 現在クラウド上で運営しているサーバから独自にデータ抽出を行う提案については保守責

任･コンプライアンスの観点から認めない。データの受け渡し、形式等については落札後に現

行システム業者と打ち合わせをすること。 

(7) データ作成に関して、第三者へのデータ提供や再委託は禁止とする。但し、事前に書面等

により当市の許可を得た場合はその限りではない。 

(8) データ移行に伴う職員側の負担は、最小限に抑える支援を実施すること。 

 

５-２ ホームページについて 
(1) システムの導入に伴って、図書館専用ホームページを用意すること。 

(2) 現在ホームページに掲載しているコンテンツ（地図データ、作家によるイラスト等）は継

承すること。 

(3) 稼働後のホームページ更新作業は図書館職員にて行う。そのため、図書館からのお知らせ

や休館日設定などのホームページを更新する担当者が、HTMLの知識がなくてもページの追加

や修正作業を行えるように、メンテナンスをしやすい CMSにて構築すること。 

 

６．IC 機能について 
IC タグは継続して㈱内田洋行製（My-d）を使用するが、稼働後の運用期間にて I-CODEタグへの

切り替えを予定している。両方の ICタグ読み取りに対応したシステムを構築すること。 
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 以下の機能を提供すること。 

 ・窓口の IC機能（貸出、返却、ICタグのエンコード） 

・IC自動貸出装置との連携機能 

・ブックディテクションシステムとの連携機能 

・YOMMONと連携した蔵書点検機能 

・ICカード対応の利用者カードによる貸出業務 

 

７．利用者カードについて 
 現行システムでは手のひら静脈認証による個人認証を利用しているが、次期システムでは、幅

広いサービスへの展開を目的として、マイナンバーカード等を利用したシステム連携についても

検討している。ついては、利用者カードに替わる提案をすること。なお、窓口での貸出、自動貸

出機及び館内 OPACでの利用を想定している。 

 

８．機器構成 
各機器の機能・性能要件は「機器仕様書（別紙１）」に基づいて見積すること。また、下記表以

外に必要とされるソフトウェア類がある場合には見積に含めること。なお、提案時における最新

モデルで見積すること。 

また、リース期間満了となったリース機器の返却を受託業者の費用で行うものとし、その費用

を見積に含めること。 

処理能力の要件は、オンライン応答時間（レスポンス）は 5秒以下としてその遵守率は 80％以

上を原則とする。ただし、応答時間、遵守率とも業務特性に応じて別途協議のうえ変更は可であ

る。 

 

８－１ ハードウェア 

No 機器種別 台数 備考 

1 業務クライアント（カウンター） 3  

2 業務クライアント（返却確認用） 1  

3 業務クライアント（ノート） 4  

4 館内 OPAC 5  

5 ＩＣ自動貸出用 PC 3  

6 セキュリティゲート監視用 PC 1  

7 貸出等に係る利用者認証機器 一式 提案事業者にて提案すること 

8 レシートプリンタ 7  

9 図書業務プリンタ 1  

10 ICリーダライタ 11 内田洋行製 

11 蔵書点検・検索システム 6 内田洋行社製ＹＯＭＭＯＮ 

12 セキュリティゲート 1 内田洋行製（2 通路用） 

13 
マルチメディア端末 

（マルチメディアコーナー） 
4  

14 マルチメディア端末（児童コーナー） 3  

15 来館者カウンター 1  

16 情報検索端末 2  

17 AVコーナー機器 
5 ディスプレイ 

7 ブルーレイプレーヤー 

18 ファイアウォール 1  

19 ルータ 1  

20 コアスイッチ 1  
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８－２ ソフトウェア 

 

８-３ ネットワーク構成及びネットワーク機器類 
本システムにおいては、既存の館内ネットワーク配線の使用を想定している。しかしながら敷

設後数年経過しており経年劣化も想定されるため、必要に応じて受託業者が責任を持って調査を

行い、必要箇所の新たな LAN 配線を行うこと。 

館内ネットワークは、インターネット利用環境用と職員業務用をセグメント分割して構築する。 

また、インターネット回線、固定 IPサービス、メールサーバ、ドメイン、Webサーバについて

も、受託業者にて用意すること。 

 

９．セキュリティ管理 

９-１ セキュリティ管理の基本的な考え方 
本システムは個人情報を取り扱うことになり、より高いレベルのセキュリティ対策が必要であ

るため、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）、「那珂市情報セキュリティ

ポリシー」等、その他関係法令、当市が定める規則等を遵守すること。 

 

 

９-２ 求められるセキュリティ対策 
（１）データセンターにおける管理体制 

図書システム及び蔵書検索システムを運用するデータセンターにおいて、サーバ管理、

21 フロアスイッチ 2  

22 島 HUB 9  

23 外付け HDD 1  

No ソフトウェア名 備考 数量 

1 図書館システム 
今回調達の業務用・利用者用端末に対し、支障なく利用で

きるライセンス数を提供すること。 
必要数 

2 Microsoft Office 

業務用端末にインストールすること 

 ・対象：業務クライアント８台 

セキュリティゲート監視用 PC１台 

来館者カウンター用 PC１台 

10 

3 ウイルス対策ソフト 今回調達する端末全ての５年間分ライセンス 27 

4 フィルタリングソフト 

フィルタリングソフト５年間分ライセンスを導入するこ

と。 

※対象端末：業務クライアント８台 

マルチメディア端末７台 

情報検索端末２台 

17 

5 
利用者いたずら防止用ソ

フト 

利用者が操作する端末に対して、不正操作利用を防ぐソフ

トを導入すること 

※対象端末：館内 OPAC ５台 

      IC自動貸出用 PC ３台 

      マルチメディア端末 ７台 

      情報検索端末 ２台 

17 

6 端末環境復元ソフト 

利用者が操作する端末に対して、電源再起動によりパソコ

ン環境を復元するソフトを導入すること。 

※対象端末：マルチメディア端末 ７台 

      情報検索端末 ２台 

9 
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入退室管理、災害対策などには万全の備えをするものとし、以下の要件を満たすデータセ

ンターを選定の上、必要な経費を見積に含めること。 

    ◆ サーバ管理については、ハードトラブルの監視が盛り込まれていること。 

◆ 指紋認証や、ID カード等許可された担当者のみ入室が出来る仕組みとし、防犯センサ 

ー、監視カメラ等が完備していること。 

◆ 災害対策では地震対策、停電対策、火災対策、漏水・浸水対策などが考慮されている 

設備であること。 

       ◆ 万が一の災害時･停電の際には自家発電を 24 時間以上分の燃料備蓄をしていること。 

（２）データ通信のセキュリティ対策 

図書システムを職員が使用する場合の通信は、個人情報を取り扱うこともあり通信が傍

受されない通信とすること。または、通信を暗号化し万が一通信が傍受された場合に対し

て安全を確保すること。 

（３）暗号化の導入 

利用者が予約などの Webサービスを利用する際に使用する利用者番号・パスワード等のデ

ータ通信に際しては TLS1.2 以上の強度で通信すること。 

（４）パスワードによるアクセス制限 

業務端末からシステムを利用する際、従来のパスワード認証だけではなく、より高度なセ

キュリティ対策として多要素認証を必要とすること。またシステムにおいては ID ごとに操

作できる機能・権限を設定可能とすること。利用者 Web予約等のサービスを受ける場合にも

パスワードによる認証に加え、利用者自身で多要素認証の利用を選択することができること。 

（５）個人情報アクセスログ 

システムの個人情報領域へのアクセスについてはログ履歴を蓄積すること。またそのログ

については万が一のトラブル発生時に迅速に検索･出力を行い、当市自らが追跡を実施でき

る仕組みを用意する必要があると想定している。 

（６）ウィルス対策 

ウィルス対策ソフトを導入し、5年分の更新ライセンスを含んだ見積をすること。 

（７）フィルタリング対策 

不適切なインターネット利用を防止するためのフィルタリング機能を導入し、5年分の更

新ライセンスを含んだ見積をすること。 

（８）マルチメディア端末、オンラインデータベース端末について 

OS設定等を勝手に変更できないような制御、及び再起動による環境復元機能を施すこと。 

固定 IPアドレスに対応したオンラインデータベースの利用を可能とすること。 

（９）リモート操作について 

窓口端末、館内 OPAC、自動貸出機については代表端末よりリモートで電源の ON・OFF制御

を可能とすること。 

（１０）Web予約システムの情報漏洩対策について 

    Web予約システムについては、情報漏洩や改ざんを防ぐために個人情報(氏名、電話、住

所等）を保管しない、また暗号化をかけるなどのセキュリティ対策を行うこと。 

年 2回以上の Webサービスの脆弱性の評価を行い、速やかに改善事項について対策を講じ

ること。 

また必要に応じ、第三者組織によるセキュリティ監査を行うことが可能なこと。 

OS・ミドルウェアのセキュリティパッチを適宜適用し、セキュリティレベルを保つこと。 

 

１０．システム構築・導入支援について 

１０-１ 構築スケジュール 

システム構築作業期間は契約締結から令和 8年 3月末を予定しているが、館内での機器搬入・ 

構築作業は臨時休館予定期間である令和 8 年 3 月 16 日（月）～令和 8 年 3月 31 日（火）までと

する。 

受託業者と当市とで充分協議を行い、事前に作業工程およびスケジュールを明示し、遵守する 

こと。 
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資料には図書館・構築業者の作業分担が分かるよう記載すること。 

 

１０-２ 構築 SE体制 
SaaS型クラウドシステムの構築経験がある SEをプロジェクト体制に含めること。 

  

１０-３ 稼動支援 
システム導入時には本稼動前に職員が自由に操作練習できる環境を用意すると共に、操作を問

題なく習得できるよう、十分な操作研修・支援・稼動後の立会いを実施すること。 

 

１０-４ 本稼働の立会い 
本稼働時には、表に記載した期間、人数を配置すること。 

なお立会う者は、図書館業務システムに精通した技術者に限定する。 

 

場所 期間 立会人数 

市立図書館 4月 1日 2人以上 

市立図書館 4月 2日 1人以上 

 

１１．システム運用・保守 

１１-１ システム運用 
日常のシステム運用については、基本的に自動運転とし、日次処理についても特別なオペレー

ションは不要とする。資料、利用者などの各データベースのバックアップもクラウドサービスの

一環としてセンター側で対応されるものとする。 

なお、データのバックアップは 3世代分以上を保持し、障害が発生した際には 24時間以内に図

書システムが再稼働可能とすること。 

 

１１-２ システム運用支援 
（１）障害発生時にも図書館システムに精通した作業員が速やかに対応可能な保守拠点が設置

され、当該作業員によるシステム構築ができるとともに、運用、変更に際しての図書館か

らの相談、質問には全面的に支援できる体制であること。 

（２）図書館システム運用に必要なマニュアルを整えること。 

（３）土日祝日・夜間なども含め連絡ルートを確立すること。また対応については、図書館と

協議し早期復旧に努めること。 

（４）毎年の蔵書点検時は初日に訪問サポートを行うこと。 

（５）年度統計出力等のイベント時には都度の問合せ対応を行うこと。 

（６）年１回程度の定例会を実施すること。なお定例会時には、依頼案件の対応状況報告やレ

ベルアップの情報提供等を行うこととし、必ず主担当 SEが出席をすること。 

（７)その他、電話／メールによる QA 対応、図書館の運用条件変更に伴う区分コード追加作業

は、相談も含め現地にて対応すること。 

 

１１-３ 保守対応 
システムが常に完全な機能を保つように、ハードウェア・ソフトウェア等の保守作業を行うこ

と。 

円滑な保守を考慮し、各ハードウェア・システム等を全て一括窓口にて受付すること。 

 

１１-４ 保守内容 
（１）障害時の連絡対応、問診 

（２）障害原因の切り分け作業 

（３）不良部位修理を行うと共に、必要に応じてソフトウェア(本件調達分)の回復を実施する 

こと。 
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（４）機器障害発生時には技術者が訪問して、必要に応じた部品交換を実施すること。 

（５）データセンター内に設置した図書館サーバには稼働状況を常時監視する仕組みを取り入

れ、障害発生をいち早く察知して保守対応できる仕組みを用意すると共にメモリ障害・デ

ィスク障害等の予兆監視を実施すること。 

（６）図書館システムのパッチ提供、リビジョンアップの権利提供などのマイナーバージョン

アップは随時行うものとし、技術提供サービス等、契約期間の保守サービスを実施するこ

と。 

（７）問合窓口を設置し、障害発生時に職員が滞りなく通報・作業指示を行える体制を取るこ

と。 

（８）保守対応は原則として開館時間全てを受付可能とする。 

（９）訪問修理の作業実施に際しては職員と充分な協議の上で対応すること。 

提供する機器のうち、訪問修理の困難なものがある場合は代替機等を用意し、センドバ

ックの間に業務に支障が無いような体制を整えること。 

（１０）システム障害発生時は職員と充分な協議の上、土日を含め技術者が現地訪問し、復旧

対応（修繕・立会）を行うものとする。 

（１１）サーバ障害時には、最大 24時間以内に図書システムが再稼働可能とすること。 

  ※その際のデータは前日のバックアップデータを復元する。 

（１２）業務の新たな運用が必要な場合は、保守の範囲外として都度協議の上対応するものと

する。 

 

１２．契約期間・支払方法 

１２-１ 契約期間 
令和８年４月１日から令和１３年３月３１日 

 

１２-２ 支払方法 
（１）契約代金は月額支払いとし、契約金額を賃貸借期間の月数である 60で除して得た額を翌

月末までに口座振込により支払うものとする。ただし、60で除して割り切れない場合には、

その端数を毎年３月支払い分にまとめて支払うものとする。 

（２）システム等納入完了（動作確認まで含む）から賃貸借期間開始日の前日までは構築期間

とし、運用開始が早まったとしても構築費用は別途請求できないものとする。 


